６　事故の分析評価
6．9　解析シミュレーションについて

6．9．2　計算科学技術の観点から事故から伺える（で明らかとなった）課題の分析
6．9．2．1　SPEEDI

SPEEDI（System for Prediction of Environmental Emergency Dose Information）は、原子力発電所等から放射性物質が大量に放出される事態に備え、周辺環境の地形を考慮した気象場と放射性物質の大気拡散状況の詳細な計算に基づき、大気中濃度や被ばく線量などを迅速に予測する計算システムである。1979年の米国スリーマイル島原子力発電所事故を契機に旧日本原子力研究所（現在の日本原子力研究開発機構）で大気拡散予測および線量計算のモデル開発が開始され、1984年までに野外拡散実験との比較による検証を含む基本開発が終了し、1986年に（財）原子力安全技術センターに移管され、現在は国のシステムとしての実運用されている。基本開発の終了から現在まで、国の関係部署、地方公共団体等との間での予測情報の配信およびモニタリング情報等の収集を行うための通信機能の拡充や、気象予測や大気拡散・線量計算モデルの改良・強化が、継続的に行われている。
(1) 福島原発事故におけるSPEEDIの利用と批判

今回の事故において、SPEEDIは予め決められた「環境放射線モニタリング指針」に従って、3月11日の事故当初からその役割を果たしてきた。同指針で記載されているSPEEDIの使用方法を要約すると、(1) 初期段階における緊急時モニタリング計画策定への利用、(2)放出源情報が入手できた場合、防護対策を検討するための実効線量分布計算、(3) 緊急時モニタリングが得られた場合、当該結果と予測図形を用いて防護対策の検討と実施に用いる各種図形を作成、の3点である。今回の場合、(2)で想定した放出源情報が、原子炉の状態把握などを行う緊急時対策支援システム(ERSS)や排気筒の放射線モニターから入手できず、(1)に従い、3月11日の事故直後から緊急時モニタリング計画に資するための単位放出計算を関係各所に提供している。3月15日に高線量を記録した浪江町山間部のモニタリングは、文部科学省がSPEEDIの単位放出結果に基づき指示したものであり、的確な汚染予測が行われている。また、緊急時モニタリングの結果が得られるようになった16日以降は、(3)に従い、モニタリング結果と単位放出のSPEEDIの結果から放出量を逆推定して、3月23日までには甲状腺内部被ばく線量の図形作成を行う一連の活動がなされている。

SPEEDIの実用化から20年以上が経過するが、初めての原子力事故対応が想定外の大規模なものであったにもかかわらず、指針に基づき数カ月にわたって結果を配信し続けたことは、文部科学省や運用を委託された（財）原子力安全技術センターが、万一に備えて適切な体制維持と人材養成を長年に渡り行ってきた証である。にもかかわらず、緊急時対応の失敗の代表のように、マスコミや国会で取り上げられ続けた理由は、指針で想定した利用と社会からの期待にかい離があったこと、即ち、放出源情報が入手できないという理由で避難・退避等の対策に使われなかったことや、予測結果の情報公開が遅れたことへの不満にある。これについて、政府は「原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府の報告書－東京電力福島原子力発電所の事故について－」の中で、教訓として「放出源情報に基づく予測ができないという制約下では、一定の仮定を設けて、SPEEDI により放射性物質の拡散傾向等を推測し、避難行動の参考等として本来活用すべきであったが、現に行われていた試算結果は活用されなかった。また、SPEEDI の計算結果については、現在は公開されているものの、当初段階から公表すべきであった。」と述べている。
(2) SPEEDIの精度

今回の事故では、3月11日16時から25km四方を対象として2時間先までの単位放出の予測計算が定期的に毎時実行され、予測結果が国の関係機関に配信された。3月16日8時からは、計算領域が100km、予測は3時間先までに変更された。また、国の関係機関からの指示により、仮想の放出源情報を設定した計算が実施され、原子力災害対策本部事務局（原子力安全・保安院）では3月11日21時12分に配信を受けた予測結果を最初に、3月16日までに45件の予測計算が実施された。文部科学省でも3月12日2時48分を最初に38件、現地対策本部では3月中に73件の計算が実施された。これらの国からの指示による追加計算は水素爆発による放射性物質の放出やベント、炉内圧力低下の懸念に起因する試計算であり、3月12日の１号機の水素爆発や15日の2号機からの漏えいの影響の空間的な広がりなど、測定結果と極めて近い予測結果が事前に把握できるものも複数含まれている。これらは、放出量が不明なため絶対値に信頼性は無いが、前述の政府報告書に記載された「放射性物質の拡散傾向等を推測し、避難行動の参考等として本来活用」できる程度の精度があったことを示している。
(3) 緊急時対応システムとしての実用的課題

今回、SPEEDIを対策の参考資料としなかった理由として、ERSSから放出情報の提供が無く、不確実性が大きいからという説明がなされていた。しかしながら、ERSSが動作していたとしてもその精度が保障されているとは言い難い。この分野では、計算シミュレーションが一定の不確実性を持つことは事実であり、ERSSとSPEEDIという計算シミュレーションの組み合わせではなく、予測線量分布図等を有効に利用しつつ、空間放射線量率の実測結果と併せて総合的に判断するという前述の指針の原点に戻る必要がある。これには、様々な機関で行われた環境モニタリングの迅速な収集が重要であるが、今回は、それらが個別のWebサイトに点在し、検索とデータベース化に多大な時間を要した。そのため、各機関が行う測定結果の統合データベースをオンラインで作るためのIT技術開発は、SPEEDIでの利用に限らず今後、必須と考える。
　SPEEDIを効果的に活用するためには、計算予測の不確実性を理解し説明できる能力をもった一定数の専門家の適所への配置が重要である。不確実性のある計算予測を対策の判断材料とすることに否定的考えもあるが、緊急時モニタリングのみで放射性雲の動きや地表汚染分布の全体像をリアルタイムに把握することは困難であり、将来予測も望めない。今回、地震でサイト周辺のモニタリングポストがほぼ全て機能不全になった現実もある。計算予測や環境モニタリングは相補的な役割を持った道具であり、それらの得失を知った上で総合的な検討と判断ができる専門家集団どう配置すべきかまで、統合的に検討すべきであろう。
6．9．2．2　耐震計算

1966年7月に提出された福島原子力発電所原子炉設置許可申請書等の資料によれば、当時の耐震設計（添付資料８等）は、最大加速度の地震動の動的解析を実施している。建屋と構築物については、振動性状を考慮した振動モデルと適切な減衰係数から地震応答を求めている。具体には金井等の実験式に基づいている。その評価は、建築基準法に準拠し、許容応力と荷重の組合せから一次応力や2次応力を分析し、降伏点の90%以内であれば安全と見做し、局部応力の合成応力において過大歪が無い限り降伏点に達する場合を許容範囲としている。機器や配管系については、据付位置における支持構造物の応答を考慮して動的解析を実施し、応答加速度と変形量を分析している。

当時の耐震設計は、剛であり岩盤設置を旨としている。機器の重要度（As、A、B）に応じた耐震設計を実施している。耐震設計震度は標準値として0。2を指定している。震度の3倍の水平力（+0。18G）に対することと、0。27Gでの機能保持と確実な炉の停止を実現できることを前提に動的解析等を用いた分析が行われた。

(1) 地震動の扱いに関する計算科学から見た課題と教訓

　当時は、理科年表の地震編（河角広）から過去の地震歴を抽出し、そのすべてを加味して起こりうる地震動を抽出している。経験的な知見に基づくもので、当時の計算科学的な要素を盛り込むことも可能であったと推測される。しかしながら、その予測あるいは推測性能は限界があったと考える。現在も未だ、地震動伝播を目的とし、それに特化した市販ソフトウェアは存在しないが、研究開発では米国や仏国の事例が存在する。特に原子力分野の構造力学にかかわる世界最大の国際会議、SMiRT（Structural Mechanics in Reactor Technology）では、積極的かつ活発な議論が行われている。しかし、耐震設計において必要とされた構造物応答の分析に利用できる商用コードは未だ皆無である。地質学的スケールの問題を解くコードが現在の最先端の域であり、過去の地震歴といった経験的な方法論から「想定」を導く方法論よりも、今後より合理的な地震動を「想定」しうる方法論の確立が重要である。その一例として、Jacobo Bielak　（Civil and Environmental Engineering、 Carnegie Mellon University）やJerosen Tromp　（Geosciences、 Princeton University）、Eric Heien（Computational Infrastructure for Geodynamics、 University of California、 Davis)、ACES　(APEC Cooperation for Earthquake Simulation)、堀宗雄　（東京大学）等の研究がある。

ちなみに、断層やプレートの状態を仮定し地震波を模擬する技術として、「地震の予見をする」コードとして、統計解析ではあるが、CSEP（Collaboratory for the Study of Earthquake Predictability）の共同研究成果がある。これら最先端の知識を少しでも盛り込み、一層合理的な「想定」を導く努力が必要である。加えて、これまでの地震動データの蓄積を踏まえ、確率論的地震動評価（地震ハザード評価）と、想定（設計）を超えた場合のプラント側のリスク評価（確率論的安全評価（PSA：Probabilistic Safety Assessment）や地震PSA）の手法も原子力学会等を中心に整備されており、これらの積極的な導入が望まれる。
(2) 耐震計算に関する計算科学から見た課題と教訓

原子力発電プラント全体構造を計算する技法や局所構造を計算する技法を用いて当時の技術としては、最善の努力をしている。しかしながら、日進月歩する技術の世界が存在する以上、都度、最先端の技術あるいは少なくとも適時有効な技術を取り込み、全体構造を計算する技法や局所構造を計算する技法を見直しながら、安全や健全、堅牢、信頼、品質を随時、評価、検証、確認していく努力をするべきである。すなわち、一層、合理的な安全率や安全裕度の算定に最先端技術を取り込むべきである。
(3) 数値計算技法に関する計算科学から見た課題と教訓

計算機の進歩を考え、常に最先端計算機性能を活用した数値計算技法を活用すべきである。構造解析や耐震解析においては、例えば、有限要素解析技法の3次元解析や時刻歴応答解析、大規模計算技術等を積極的に取り入れ、最先端の高性能計算機を活用した耐震性評価を実施すべきである。これにより、適時、耐力を分析し、合理的な安全率の確認等を実施することが肝要と考える。

(4) 耐震計算における今後の方向性について

　今回の事故調査報告書のデータを確認する限り、少なくとも津波被害を受けるまで、原子力発電施設の「冷やす」、「止める」の過程が確実に進んだことが伺える。このことは、施設の機能維持がされていたことを物語っており、当時の設計上の耐震計算や構造計算の技術が十分な貢献を果たしたと言える。しかしながら、耐震設計震度の標準値や水平力に対する分析、機能保持と確実な炉の停止を前提にした、シナリオに基づく計算科学の使い方をしていることに甘んずることなく、計算機も格段の発達を見せた今、データやシナリオの不確実性を十分検討した想定（設計）と、それを超えるリスクの評価を、合理的・定量的に分析を実施していくことが肝要である。決定論的シミュレーションだけでは、完全な推測や予測は困難であるものの、決定論的シミュレーション自身もシナリオに基づく計算だけでなく、計算から合理的に算出されるデータを用いた分析を実施していくことも有効である。

6．9．2．3　津波数値計算
(1)津波とその計算手法概要
津波が沿岸に伝播するまでに、発生と海洋伝播と陸上遡上の3つの過程を経る。発生については、しかるべき断層の規模とその発生形式を規定する断層パラメータが与えられた場合に、弾性変形理論に基づく解析解もしくは数値計算により津波の直接の発生源である海底地殻変動が推計される。また、その地殻変動によって発生した津波は海底地形の影響を受けて、浅水変形、屈折、反射、回折といった現象が繰り返しながら伝播・減衰していく。そのために必ずしも波源に近い沿岸に大きな津波が到達するとは限らない。よって、地形の影響を反映して評価する必要があり、波動理論を基にした数値計算手法が用いられている。沿岸に到達した津波は、陸上を遡上し、時には取水や放水などの水路を通じて浸水する。これらについても、流体力学に基づく数値計算等により一定の評価が可能である。
(2)津波評価の小史
1990年代以前、原子力施設を対象とした場合については、個別地点毎に、当時の最新の知見を基にして、既往最大の歴史津波および活断層から想定される最も影響の大きい津波を数値計算等により求めて設計津波水位を設定し、これをもとに設計が行われてきた。

1998年に発表された「地域防災計画における津波対策強化の手引き」において、既往最大の津波のみならず“想定しうる最大規模の地震津波”を考慮に入れる必要が指摘された。これに対応して、土木学会原子力土木委員会の津波評価部会で検討が進められ、原子力施設の設計津波の設定方法として「原子力発電所の津波評価技術」16)（2002年）が刊行された。この成果は、（社）日本電気協会の原子力発電所耐震設計指針に記載された「津波評価技術指針」の基盤となった。また、 IAEAや米国NRCに参照・引用されており、国際的に認められたものである。なお、同部会は、その後も津波水位の確率論的評価や津波による地形変化等を課題として継続されている。また、同部会では確率論的津波ハザード評価について検討を進め、2011年にその成果を公開した。
日本原子力学会では、東日本大震災を受けて、津波PRA標準の策定を2011年5月に開始し、2012年2月に刊行した。これには、津波PRAを実施する場合の考え方、満足すべき要件及び具体的な方法について規定されている。津波評価部会が公開した確率論的な津波ハザード評価手法がこの標準に反映されている。
(2) 津波の扱いに関する計算科学から見た課題と教訓

(A)津波波源の設定
先に示したように、津波は3つの現象から理解される。これらの3つの中で、最も津波高さについて影響が大きいものは、津波発生モデルである。地震が原因となる津波において、その波源の規模は、地震規模に第一義的に支配される。
日本では、過去に評価された地震の規模の中から、最大級のものを基にして、想定すべき地震の規模が決定されてきた。地震調査研究推進本部(以下、地震本部)において、東日本大震災前に東北地方太平洋沖において想定されていた最大の地震の規模はM8。2(明治三陸津波)である。東日本大震災を起こした東北地方太平洋沖地震は、これを大きく越え、エネルギーにして約16倍のM9。0の地震であった。すなわち、想定以上の規模の地震が発生した。
今後はこれまでの地震記録などを基にして最大級の地震を想定する場合に、過去最大に対してそれを越える可能性を含めてどの程度のマグニチュードを想定する必要がある。さらに、東北地方太平洋沖地震で発生したと言われる地震の連動と海溝付近での大きなすべり量も教訓の一つである。他の海域の断層については、各海域の特性に合わせて、これらの教訓を考慮せねばならない。

(B)津波の陸上遡上時の挙動把握
東日本大震災前の津波評価結果においては、各原子力発電所の敷地内に津波が侵入する可能性はそれほど大きくなく、浸水後の津波評価に関する必要性が高い状態ではなかった。しかし、東日本大震災後は、設計上想定すべき津波(基準津波)が大きくなり、また想定以上の津波についても検討が必要となるため、津波が敷地内に侵入した時の影響を検討することが確実に必要になる。そのために、1) 発電所敷地内の津波挙動、2) 取水路・放水路を通じた浸水挙動、3) 重要構造物内の津波による溢水、これらの挙動把握が必要である。
(3) 津波計算に関する計算科学から見た課題と教訓

(A)津波の伝播モデル
(2)(A)に示すように想定すべき地震が巨大になると、巨大地震におけるすべり量の不均一性を考慮する場合がある。この場合に従来の非線形長波理論に基く平面2次元数値計算モデル(非線形モデル)では精度が落ちる場合があり、より精度の高い非線形分散波理論に基づく平面2次元数値計算モデル(分散波モデル)が必要となる可能性がある。具体的には、津波発生の直接の要因である海底面の隆起と沈降の形状がより複雑となり、不均一性を考慮しない場合と比べて発生する津波には短周期成分が大きくなる。その場合には、深海域においても津波の波数分散性により津波高が小さくなる。この現象は、非線形モデルでは表現できない。なお、分散波モデルの計算時間は非線形モデルの数倍から10倍程度は計算時間がかかる。波源の不確定性等と比較して、精度の向上が全体評価において重要かどうかを勘案して数値計算モデルを決定することが得策である。
(B)津波の陸上遡上時の挙動把握
　発電所敷地内の津波挙動を把握するには、被災調査、模型実験や数値計算が有効である。数値計算においては、これまで海域と同じ非線形長波に基く平面2次元モデル(非線形モデル)を使用して、浸水深や流速を推計することが可能である。しかし、複雑な形状化における津波挙動には課題がある。また、構造物に作用する圧力や流体力を直接推計することができない。そこで、3次元数値計算モデル(3次元モデル)が活用される例が増えている。3次元モデルにも複数あるが、水面の取り扱いに優れたVOF法を用いたモデルが一般的に用いられる。今後はこれらの精度向上が必要である。なお、3次元数値計算モデルには計算資源が多く費やされることから、現状では数m程度の解像度で、計算領域は発電所が入る数km四方程度が限界と考えられ、数値計算の効率化・高速化も課題である。
さらに、個体と流体との連成問題について期待される。具体的には、漂流物や津波による砂移動に関する課題である。まず、漂流物の発生、移動、衝突力、これらを推計できるモデルの整備が必要である。漂流物としては、海域では船舶、陸域では車両、折損した樹木や、敷地内に存在するものが対象となる。また、津波による数m/sにおよぶ速い流れにより、海域や陸域の底質が巻き上げられて、大きな地形変化や高濃度の底質を含む海水が出現し、取水システムに影響を与える可能性がある。東北地方太平洋沖地震による津波では、原子力発電所の機能に大きな影響は与えなかったが、今後も評価する必要があり、その高精度化が必要である。
　なお、確率論的評価については、これまで発電所前面の水位についてのみ着目して評価しており、敷地内の流速や構造物に作用する力の超過確率を評価する手法か確立されておらず、今後の課題の一つである。
(4)まとめと今後の方向性
東北地方太平洋沖地震は、これまで日本周辺で観測されたことのない巨大地震であり、このような未知の大きな地震による津波波源の想定が大きな課題である。この想定津波の変化により、発電所敷地内への津波による浸水リスクは高くなり、津波による発電所敷地内での、浸水深、流速、圧力、漂流物、底質の挙動、さらにその影響を評価する必要がある。そのツールとして、数値計算モデルに期待が高まっており、特に3次元数値計算モデルの実用性を高める必要がある。
